
神戸市結核予防費補助金交付要綱 

（目的） 

第 1条 この要綱は、学校（専修学校及び各種学校を含み、修業年限が１年未満の者を

除く。）又は施設（国，県，市の設置する学校又は施設を除く。）の長が行う結核に係

る定期の健康診断に要する費用を支弁した設置者に対し、感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号。以下「法」という。）

第６０条第１項に基づき補助金を交付することにより、設置者の費用負担の軽減を

図るとともに、結核に係る定期の結核健康診断の実施を促進し、結核患者の早期発

見と患者発生防止を図ることを目的とする。なお、この要綱は、当該補助金の交付

等に関して、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、地方自治法施行令（昭和２２

年政令第１６号）、神戸市補助金等の交付に関する規則（平成２７年３月神戸市規

則第３８号）に定めがあるもののほか、必要な事項を定める。 

（補助対象者） 

第２条 補助の対象者は、法第５８条の３により費用支弁した私立学校又は私立施設の

設置者とする。なお、私立学校又は私立施設とは各号に定めるものとする。 

（１）私立学校法（昭和 24年法律第 270号）第２条第３項に規定する私立学校 

（２）学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第 124条に規定する専修学校 

（３）学校教育法第 134 条第１項に規定する各種学校（修業年限が１年未満のものを除

く。） 

（４）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行令（平成 10年政令

第 420号）第 11 条第１号に掲げる刑事施設 

（５）社会福祉法（昭和 26 年法律第 45号）第２条第２項第１号及び第３号から第６号ま

でに規定する施設をいう。 

（補助対象費用） 

第３条 補助の対象となる費用は、法第５３条の２第１項の規定により、学校又は施設

の長が行う結核に係る定期の健康診断に要する費用とする。 

（補助金の額等） 

第４条 次に掲げる額を比較して最も少ない額に３分の２を乗じて得た額を交付額と

する。ただし、算出された額に１円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨て

るものとする。 

（１）神戸市長（以下「市長」という。）が別に定める補助金交付基準単価により算定

した額 

（２）（１）で定める補助金交付基準に掲げる種別の健診に支弁した実支出額 

（３）（２）の実支出額から個人負担金等その他の収入額を控除した額 



（補助対象実施人員） 

第５条 補助の対象となる実施人員は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律法施行規則（平成１０年厚生省令第９９号）に定めた方法により、結核

に係る定期健康診断を実施した人員で前条（１）に掲げる種別の健診を受診した人

員とする。 

（補助金交付の申請） 

第６条 補助金の交付を申請しようとするもの（以下「申請者」という。）は、書面又

は電子的方式、磁気的方式その他知覚によっては認識できない方式で作られた記録

（以下、「電磁的記録」という。）によって、法第５８条の３により費用支弁したの

ち、市長の指定する日までに提出するものとする。 

（補助金交付の決定） 

第７条 市長は、前条による申請の内容を審査及び調査等により、補助金交付が適正と

認めた場合は、補助金交付の決定をするものとする。 

２ 前項の場合において適正な交付を行うため必要があるときは、申請者の了解を得

たうえで補助金交付の申請に係る事項につき修正を加え、補助金交付の決定をする

ことができるものとする。 

（補助金交付決定の通知） 

第８条 市長は，補助金交付を決定したときは、補助金交付決定通知書（様式５）を電磁的

記録により申請者に通知し、速やかに補助金を支払うものとする。電磁的記録による通

知は，通知を受ける者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされ

た時に当該決定通知を受ける者に到達したものとみなす。 

（補助金の取消し） 

第９条 市長は、補助金交付決定をされ、または補助を受けたものが次の各号のいずれ

かに該当すると認めたときは、補助金交付決定を取消し、又は既に交付した補助金

の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。 

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けようとし、又は受けたとき 

（２）補助金を他の用途に使用したとき 

（３）補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

（４）地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２１条第２項の規定による報告をせ

ず、又は虚偽の報告をしたとき。 

（５）補助金交付決定をされ、または補助を受けたものが暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団又は

同条第６号に規定する暴力団員であることが判明したとき。 

（６）前各号に掲げる場合のほか、法令、条例若しくはこの要綱の規定に違反したとき



又はこの要綱の規定に基づく市長の指示に従わなかったとき。 

（その他） 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、健康局長が別に定め

る。 

附 則 

この要綱は、平成１９年１２月１日から適用する。 

この要綱は、令和３年４月 1日から適用する。 

この要綱は、令和４年６月１５日から適用する。 

この要綱は、令和６年４月１日から適用する。 


